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柔軟な組織間連携を実現するインターワークフロー支援機構

勝 間 田 仁† 速 水 治 夫†

ワークフロー管理システムが組織に導入され，BPR（Business Process Reengineering）の効果
があげられている．一方，近年のインターネットの普及は，企業間における電子商取引の分野に大き
く影響をもたらしている．特に，組織間の業務プロセスを各組織のワークフロープロセスの相互接続
により運用し，業務の効率化とコスト削減が実現されている．このような，ワークフロープロセスの
相互連携をインターワークフローと呼ぶ．インターワークフローの実現は，すでに各組織に導入され
ている異種ワークフロー管理システムを連携した上に業務連携を定義して実行することになる．この
インターワークフローの実現方式は，企業間電子商取引システムの構築・運用の支援機構として期待
できる．さらに，インターネット上の動的でオープンな環境では，企業間電子商取引に参入する組織
の枠にとらわれない組織間連携が要求され，迅速に対応できる柔軟性が求められる．本論文では，イ
ンターワークフローとして実現された組織間にまたがった業務連携を動的に変更することを目的とし，
その運用を実現する支援機構を提案する．さらに，本支援機構の実現性を確認するために試作したシ
ステムについても述べる．本支援機構によって実現されるインターワークフローの動的な変更方式は，
組織間連携を部分的に追加，解消，変更するといった特徴を持っている．

Interworkflow Support System with Realizing
Flexible Cooperation among Organizations

Masashi Katsumata† and Haruo Hayami†

Workflow management systems are being introduced in many organizations to automate
the business process. The next step for introducing workflow management system into or-
ganization is to realize the cooperation among multiple organizations by interconnecting the
existing workflow process in organization. We call it interworkflow. On the other hand,
business-to-business electronic commerce infrastructure has been prepared with the growth
of the Internet. And then, without considering the scale of organization, the realization for
interconnection among organizations in any scale is required. In this situation, we think
that some mechanisms for realizing the rapid and flexible interconnection among organization
are important. In this paper, we propose the support mechanism with realizing dynamic
modification for interworkflow and describe the developed prototype system to confirm its re-
alization. This prototype system is modeled as interworkflow process for business to consumer
electronic commerce system as an example. The future of dynamic modification for interwork-
flow has the cooperation among organizations is partially executed by addition, cancellation
and change.

1. は じ め に

複数の担当者によって遂行される業務の自動化と管

理を目的として，ワークフロー管理システムが組織に導

入され，BPR（Business Process Reengineering）の

実績があげられている1)．一方，近年のインターネット

の普及は，企業間（business to business：以後，B2B

と記す）における電子商取引の分野に大きく影響をも

たらしている．特に，組織間にまたがった業務プロセ
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スを各組織のワークフロープロセスの相互接続によっ

て運用し，業務の効率化とコスト削減の達成を実現し

ている2)．このようなワークフロープロセスの相互連

携をインターワークフロー（ interworkflow）と呼ぶ3)．

インターワークフローの実現は，すでに各組織に導入

されている異種ワークフロー管理システムを連携した

上に業務連携を定義して実行することになる4)．この

実現の第 1の課題は，ワークフロー管理システムの国

際的な標準化団体であるWfMC（Workflow Manage-

ment Coalition）が標準化を進めている異種ワークフ

ロー管理システム間の相互接続プロトコルによって実

現される5),6)．その上で，業務連携の取り決めを行い，
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それに従って各ワークフローのプロセス定義を行う．

そのプロセス定義データに従って，ワークフローサー

バが連携し，インターワークフローとして運用される

ことになる．このインターワークフローを構築するプ

ロセス定義の支援として，複数の組織にまたがる業務

連携を一括して記述し，各組織ごとのワークフロー管

理システム上のプロセス定義データに展開することを

目的とした技術開発がインターワークフローに向けた

第 2の課題として実現されている4),7)．このようなイ

ンターワークフローの実現方式は，B2B 電子商取引

システムの構築・運用の支援機構として期待できる．

さらに，インターネット上の動的でオープンな環境

において，B2B電子商取引システムを構築・運用する

基盤が整えられてくると，B2B 電子商取引に参入す

る組織の枠がよりいっそう拡大されることが期待され

る．そうなると，組織の規模にとらわれることなく，

あらゆる規模の組織間における業務連携の実現が要求

される．特に，電子商取引の分野ではサービスの変化

が厳しいので，組織内部の効率化に加え，他の組織と

の連携に迅速に対応できる柔軟性が求められる．この

ような状況では，より良い組織間連携を迅速かつ柔軟

に行い，組織間の情報共有を効率良く行うための仕組

みの実現が重要になると考えられる．

本論文では，インターワークフローとして実現され

る複数の組織にまたがった業務連携の一部を動的に変

更することを目的とし，その運用を実現する支援機構

について提案する．さらに，この支援機構の実現性を

確認するために試作したシステムについて述べる．本

支援機構によって実現されるインターワークフローの

動的な変更方式は，組織間の連携関係を部分的に追加，

解消，変更するといった特徴を持っている．B2B 電

子商取引システムの運用基盤が今後ますます発展する

ことを想定し，本試作システムは，B2C（business to

consumer）サービスを提供する組織が他の組織と柔軟

に B2Bの連携を行うシステムを実現している．この

試作システムでは，エンドユーザからの要求に応じた

組織間連携を実現することをインターワークフローの

動的な変更が生じる一例としている．本試作システム

は，提案した支援機構により，インターワークフロー

を形成する組織間の連携を迅速かつ柔軟に変更するこ

とを実現している．

以下，2章では，インターワークフローの要件につ

いて説明する．3章では，組織間連携モデルの分類に

ついて述べ，4章で，柔軟な組織間連携を実現するた

めの要件について述べる．5章では，柔軟な組織間連

携を実現する支援機構と運用イメージについて説明し，

6章で，本試作システムの目的と概要について述べる．

7章では，他の関連研究との比較をし，最後に，8章

でまとめを行う．

2. インターワークフローの要件

2.1 異種ワークフロー管理システムの相互接続

インターワークフローの実現方式としては，同種の

マルチサーバ対応ワークフロー管理システムによる

方式，異種ワークフロー管理システム間の相互接続方

式がある4)．特に，広範な組織においてインターワー

クフローを実現するには，異種ワークフロー管理シス

テム間の相互接続方式が有効である．ワークフローの

国際的標準化団体であるWfMCでは，異種ワークフ

ロー管理システム間の相互接続（ interoperability）の

ためのインタフェースを定め，相互運用モデルとして，

引継型，請負型，並行同期型の 3つのモデル5)をあげ

ている（図 1参照）．

( 1 ) 引継型

一方のワークフロープロセスが他のワークフ

ロープロセスのインスタンスを生成し業務を引

き継ぐ．

( 2 ) 請負型

一方のワークフロープロセスが他のワークフ

ロープロセスのインスタンスを生成し，その業

務の一部を代行させ，その結果報告を受けて最

初のプロセスは業務を続行する．

( 3 ) 並行同期型

独立に走行しているワークフロープロセスのイ

ンスタンスが相互に同期をとりながら，情報を

交換することによって，対等に業務を連携する．

2.2 連携プロセスのモデル化

各ワークフロー管理システムは，異なるワークフ

図 1 ワークフロープロセス間連携モデル
Fig. 1 Models of workflow cooperation.
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ロープロセス定義体系を用いているため，あるワーク

フロー管理システムで定義したワークフローを他の

ワークフロー管理システムでは利用できないという問

題がある．

これとは別に，個々の組織は，必ずしも組織内部の

情報を公開できないという制約があり，各組織は他の

組織から必要以上に組織内部の業務プロセスに干渉を

受けることなく，独立に物事を決定する権限を持って

いる．このように独立して物事を決定する権限を持っ

ていることを組織の独立性と呼ぶ8)．

これらの問題から，インターワークフローのモデル

化においては，組織間にまたがった業務プロセスの連

携部を厳密に規定する必要がある．そこで，各組織が

独立ではなく，組織間の協調により 1カ所でインター

ワークフロープロセスを記述する方式が有効であると

考えられるが，これは組織の独立性と相反する要求で

あり，インターワークフローを構築するうえでのジレ

ンマとなる．このような問題を解決するのに，文献 3)，

4)，7)では，第 1段階として，各組織のワークフロー

プロセスの内部をブラックボックスとして，相互連携

のみに着目して記述する．第 2段階として，その結果

を各組織が持ちかえり，ブラックボックスとしたとこ

ろに，内部プロセスを追加してホワイトボックス化す

る．すなわち，インターワークフロープロセス記述の

階層化方式によって，組織間にまたがった業務連携プ

ロセスの定義を行っている．これは，クライアント・

サーバの形態を有したワークフロー管理システムに適

した方式である．

2.3 異種ワークフロー管理システム間の相互連携

プロトコルの標準化動向

インターネット上でのワークフロー管理システム

間の接続プロトコルとして，SWAP（Simple Work-

flow Access Protocol）9)∼11)が提案され，それを基に，

WfMC によって標準化が進められている Wf-XML

がある6),12)．Wf-XMLは，インターネット上で広範

に利用されている HTTPプロトコルをベースとし，

組織間でやりとりされる命令やデータ形式を XML

（eXtensible Markup Language）としている．組織

間でやりとりされるデータ形式が XMLによって表現

されているために，データを組織内部で蓄積し，他の

システムで再利用することも容易になるとされてい

る13)．

3. 組織間連携モデルの分類

3.1 定型タイプの組織間連携

組織間における業務連携プロセスをインターワーク

フロープロセスとして運用すると，組織間において繰り

返し行われる定型的業務プロセスの効率を向上させる

ことが可能となる．現在，B2B電子商取引サービスにお

いて成功している一例として，ORM（Operating Re-

source Management）の自動化があげられる．ORM

の特徴としては，組織における物品の購入や保守サー

ビスなどがあげられる．これらの ORM活動は，その

つど，見積書の作成依頼をし，決済時には，電話ある

いはファックスによって行うのが通常である．このよ

うな組織間で発生する業務の連携は，頻繁に発生し，

かつ，それぞれが不定期に要求される．このような業

務をインターワークフローとして実現すると，組織に

おける業務の迅速化とそれに関わる費用の削減が実現

される．このようなインターワークフローの実現は実

際に行われてきている（文献 2)，14)，15)を参照）．

3.2 非定型タイプの組織間連携

本論文では，必要に応じてそのつど，組織間の業務

連携を行うタイプを非定型タイプの組織間連携とする．

非定型タイプの組織間連携が実現されると，定型タイ

プの業務連携プロセスのように，組織間で仕事の依頼

関係が固定されておらず，必要に応じて，他の組織と

の連携を行い，既存の運用されている業務プロセスに

対し，付加的な効果をもたらすことが可能となる．本

論文では，組織間の連携関係の追加，解消，変更とい

う概念を導入し，組織間の柔軟な連携を実現するアプ

ローチを採用した．

( 1 ) 組織間の連携関係の追加

ワークフロープロセスのアクティビティにおい

て，自発的な判断により，部分的に他組織のワー

クフロープロセスのアクティビティと連携を行

う．連携を行った結果は，既存のプロセスに反

映される．図 2で示される組織 Aのワークフ

ロープロセスと組織Bのワークフロープロセス

の連携関係がすでにあった場合，組織 Bのワー

クフロープロセスにおけるアクティビティB2の

段階で，次の処理をアクティビティB3とする

のではなく，組織Cのワークフロープロセスと

連携を行うということになる．図 2の (b)では，

図 2 組織間の連携関係の追加
Fig. 2 Addition of cooperation among organizations.
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図 3 組織間の連携関係の解消と変更
Fig. 3 Cancellation and modification of cooperation

among organizations.

組織 Bと組織 Cとの新たな連携関係が，請負

型の連携関係として追加される．その結果，組

織 Bのワークフロープロセスと組織 Cのワー

クフロープロセスとの連携が終了したあとに，

組織 Bにおけるワークフロープロセスのアク

ティビティB2から次のアクティビティB3へと

処理が進められる．

( 2 ) 組織間の連携関係の解消

ワークフロープロセスのアクティビティの自発

的な判断により，既存の業務フローを部分的に

解消する．

連携関係の解消は，図 3 の (a) で示される組

織 BのアクティビティB3において，組織 Aの

ワークフロープロセスのアクティビティA3と

の連携関係を行わないような場合を示す．

( 3 ) 組織間の連携関係の変更

すでに運用されているタスクに影響を与えない

で，業務フローの変更を行う．連携関係の変更

は，変更が組織間で行われるか，組織内で行わ

れるかによって分けられる．

( a ) 組織間における変更

組織間における変更は，図 3の (b)で示

される組織 B のワークフロープロセス

におけるアクティビティB3と組織 Aの

ワークフロープロセスにおけるアクティ

ビティA3の連携が解消され，組織 Bの

ワークフロープロセスのアクティビティ

B3 におけるタスクの遂行が組織 C の

ワークフロープロセスのアクティビティ

C1との連携により継続されるような場

合である．

( b ) 組織内における変更

変更が組織内部で行われる場合は，図 3

の (C)で示されるように，組織Bのワー

クフロープロセスにおけるアクティビティ

B3と組織 Aのワークフロープロセスに

おけるアクティビティA3の組織間の連

携が部分的に解消され，組織Bの内部に

あるサブプロセスとの連携により，タス

クの処理が継続されるような場合である．

組織間連携の基盤が整備され，B2B電子商取引へ参

入する組織の枠が拡大されると，より良い連携関係の

価値を導くために，多くの組織の中から適切な組織を

選択することが望まれる．その結果，既存の処理をそ

の状況にあった適切な外部の組織へ委託することで，

組織としての処理の効率化をあげることが可能となる．

また，既存の外部との取引を一時的にとりやめ，内部

処理として済ますことも可能となる．このように，組

織間における連携が迅速かつ柔軟に行われると，電子

商取引において，柔軟なサービスを提供することが可

能になると期待できる．

4. 柔軟な組織間連携を実現する支援機構

4.1 柔軟な組織間連携を実現する要件

現在，WfMCが標準化を進めている異種ワークフ

ロー管理システム間の相互接続プロトコル Wf-XML

は，ワークフロー管理システムの機構として，ワー

クフローの単位となる仕事の実行者と依頼者がネット

ワーク上に散在しており，これらの間を連携オペレー

ションによって結ぶというモデルをとっている．この

ようなモデルでは，ワークフローの実行者が提供して

いる見積，注文などのWf-XMLの連携インタフェー

スをワークフローの依頼者側で利用することになる．

これまでのワークフロー管理システムにWf-XMLの

インタフェースを利用できるように拡張すれば，イン

ターネット上で組織間の連携を行うことが可能である．

これは，ワークフローの実行者が提供しているインタ

フェースを連携業務における取り決めとし，組織内部

のワークフローの仕事の単位として定義を行うことに

なる．しかし，ワークフローの仕事の単位レベルでは，

その処理，すなわち，連携先の組織を変更することは

不可能であり，ワークフローの定義を変更するところ

から始めなければならない．あらかじめ，連携する組

織が複数と定められていれば，ワークフロー定義を行

うには可能であるが，不特定多数の組織の中から連携

先を決定する場合を想定すると容易ではない．また，

新たに連携する組織との取り決めを行う必要性が生じ

る．さらに，インターネット上の広域な分散環境で展
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図 4 支援機構の構成
Fig. 4 Configuration of support system.

開される業務連携を実現する際に，組織内部あるいは

組織間における業務の再編成や新たな業務を他の組織

に対し引継型や請負型の連携業務として運用する要求

も考えられる．このような要求に迅速かつ柔軟に対応

するためには，組織独自の判断のもとで組織間連携を

行うことを支援する機構が必要となる．

本論文では，Wf-XMLを利用するワークフローの

実行者とワークフローの依頼者からなる機構モデル

と区別するために，組織間連携のプロセスの定義，構

築，実行する主体をWfCoordinatorと呼び，それと

連携を行い，タスクを実行する主体をWfExecutorと

呼ぶ．WfCoordinatorは，B2B Name Directoryに

ネットワーク上のWfExecutorの物理的なアドレスを

問い合わせ，インターネット上で相互に連携を行うこ

とで，サーバを介さずにピア・ツー・ピア（peer to

peer）通信を行うことが可能となる．WfCoordinator

は，運用する組織間連携定義データをWfDistributor

からダウンロードする（図 4参照）．

4.2 組織間の連携関係を記述するモデリング支援

組織間の連携を行うためには，その組織間における

連携をどのような手順で行い，どのようなメッセージ

を交換するかといった連携関係のモデリングを行うた

めの支援が必要である．この連携のための手順やメッ

セージのフォーマットを各組識が連携先ごとに定義す

るとなると，連携先ごとの定義データが必要になり，

その数にともなって，連携方法を構築する必要がある．

そこで，ある同業種ごとに連携のための手順や連携に

要するメッセージのフォーマットを統一する．同業種

ごとに統一された組織間連携定義データを利用するこ

とにより，連携先組織ごとに対応した個別の連携方法

をとることがなくなる．また，連携の際に，必要となる

メッセージのフォーマットが統一されているので，要

求される項目に，各組織の組織情報やメッセージデー

タを割り当てるだけで，組織間の連携のために必要と

なる連携の手順の構築とメッセージデータの入力が迅

速に行えることになる．この統一的な組織間連携定義

データの記述では，連携を行う組織名を記述し，それ

に対応する URI（Universal Resource Identifier）で

示すリソース情報を連携の実行時に与える．これによ

り，連携時におけるリソース名の変更が影響で，連携

ができなくなることが回避でき，インターネット上の

自律した組織が分散する環境下で，動的な変化に柔軟

に対応することが可能となる．また，各組織は連携部

のみを統一的な組織間連携定義データに対応できる仕

様とし，組織内部の処理を独自の業務プロセスとして

構築することで組織の独立性を維持することが可能と

なる．

4.3 組織間連携定義データの流用支援

統一的に定義された組織間連携定義データの記述を

基に組織間での連携を迅速かつ柔軟に行う必要があ

る．そのためには，統一的に記述された組織間連携定

義データをある組織のユーザが独自の判断で利用でき

る支援機構が提供される必要がある．これは，ある組

織間で決定された組織間連携定義データの登録，管理，

配布する支援機構である．ある組織間連携サービスを

利用するユーザは，組織間連携定義データを取得し，

その統一的な連携記述に必要な項目を割り当てること

によって，組織間の連携関係のデータを具体化するこ

とになる．

4.4 組織間連携の運用支援

連携関係の手順やメッセージの具体化が行われたら，

WfCoordinatorとWfExecutorの間での相互運用を

実現するための支援機構が必要となる．WfCoordina-

torとWfExecutorが連携を行う際，統一的に記述さ

れた組織間連携定義データの記述にある論理的な組織

情報を基に，物理的な組織情報の参照を行う．組織情

報を管理する機構は，論理的な組織の名称とそれに対

応する物理的な名称を管理し，組織間連携定義データ

を管理する機構とは独立である．したがって，組織間

連携定義データの記述が汎用化され，他の組織間連携

の場合にも利用されることになる．

5. 支援機構と運用イメージ

組織間の柔軟な連携を実現する支援機構を組織間

連携定義データの構築フェーズと組織間連携の運用

フェーズの 2つに分けて説明する．

5.1 組織間連携定義データの構築フェーズ

図 5では，組織間連携のための手続きとそのやりと

りで扱われるメッセージデータを構築するまでの流れ

を示している．図 5で示した各段階では，次の支援機

能により実現される．
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図 5 組織間連携定義データの構築フェーズ
Fig. 5 Phase of construction for definition data of

cooperation among organizations.

( 1 ) 組織間連携定義データの統一化

見積書の提供，発注の受付け，請求書の発行な

どのサービスを提供する組織が連携手続きや

メッセージ構造を同業種間で統一化する．その

同業種の組織と連携する組織は複数の異なる組

織が想定される．したがって，サービスを利用

する組織は，組織独自の利用方法で提供される

サービスを利用することが可能になる．

( 2 ) Process Definer

組織間連携定義データを GUI操作によって定

義するツールである．定義された組織間連携定

義データは，インターワークフローフロー・テ

ンプレートとして保存される．

( 3 ) インターワークフロー・テンプレート

インターワークフロー・テンプレートは，図 6

に示すように，組織間の連携に必要となるメッ

セージ構造をヘッダ部，ボディ部，メッセージ

部の 3つにより構成し，XMLによって記述し

ている．このインターワークフロー・テンプレー

トの各項目に実際の組織名などを割り当てるこ

とによって，動的な組織間連携を実現するイン

ターワークフロー定義データとして具体化する

ことが可能になる．

( 4 ) WfDistributor

WfDistributorは，インターワークフロー・テ

ンプレートを公開するために，登録，参照，配

布の機能を持ち，HTTPプロトコルを利用し，

Webブラウザを通して，それぞれの操作を行

うことが可能である．

5.2 組織間連携の運用フェーズ

組織間連携の運用は，次の支援機構により実現さ

れる．

( 1 ) WfCoordinator

図 6 インターワークフロー・テンプレート
Fig. 6 Interworkflow template.

WfCoordinatorは，WfExecutorへ連携の依頼

とタスクの実行依頼を行う主体である．具体的

には，インターワークフロー・テンプレートを

基に組織間連携のインターワークフロープロセ

ス定義データを完成させ，連携の開始を行う機

能を持つ．

( 2 ) WfExecutor

WfExecutor は，WfCoordinator から依頼さ

れたタスクの要求に応じた実行を行う．WfCo-

ordinatorから依頼されたタスクの要求に応じ

ることができず，他の組織と引継型，請負型の

連携を行う必要がある場合，WfExecutor は，

必要に応じて組織内のWfCoordinatorに対し

て，新たなタスクの生成を依頼し，他の組織の

WfExecutor と連携を行うことも可能である．

ただし，WfCoordinator を実装していない実

行者としての組織も存在する．

( 3 ) B2B Name Directory

インターネット上では，組織の物理的なリソース

名が変更されることが想定される．B2B Name

Directoryでは，組織に対する論理名と，それに

対応する物理的なリソース名を対に管理し，参

照できる機能を提供する．WfCoordinatorが

WfExecutor と連携を行う際に，B2B Name

Directory に問合せをし，組織名に対応する

URIを参照可能とする．

図 4は，上記に述べた各支援機構間の関連と構成を

示している．各支援機構の連携により，組織間連携の

運用が次のように行われる．

( 1 ) ある組織ユーザが連携先の組織として必要と

なるインターワークフロー・テンプレートを

WfDistributorにて検索し，それをダウンロー
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ドする．

( 2 ) インターワークフロー・テンプレートを取得し

た組織ユーザは，WfCoordinatorへそれを組み

込む．WfCoordinatorは，組織自身の情報と連

携先の組織情報をインターワークフロー・テン

プレートへ埋め込み，インターワークフロー定

義データとして具体化する．

( 3 ) 具体化されたインターワークフロー定義データ

は，WfCoordinator の実行機能によりインス

タンス化される（タスクの実行が開始される）．

( 4 ) 連携先となる WfExecutor の URI は，B2B

Name Directory に問い合わせることにより，

インターワークフロー定義データの連携先組織

の論理名に対応した物理的なリソース名として

割り当てられる．この結果，連携先との相互運

用が実現される．WfCoordinatorからのタスク

依頼のリクエストメッセージは，WfExecutor

により解釈され実行される．WfExecutorがタ

スクの実行処理機能を持つ場合もあるが，組織

内部の処理として他の実行処理機能を持ったア

プリケーションプログラムへ引き継がれる場合

もある．

6. 支援機構の試作システム

6.1 試作システムの目的と概要

本論文で提案している柔軟な組織間連携を実現する

支援機構の試作システムを構築した．本試作システム

の構築の目的は，4章で述べた 3つの支援機構からな

るシステムの実現性の確認である．

柔軟な組織間連携が要求される背景として，組織あ

るいは組織間で生じる業務プロセスの再編成により，

これまで運用されている業務プロセスを変更するこ

とがあげられる．さらに，連携先組織のサーバのダウ

ンなどによる連携業務の一時的な停止なども考えられ

る．また，発注業務のように，発注品の量や納入時期

によって，連携先組織とは折合いがつかないというこ

とも考えられる．B2B 電子商取引システム構築基盤

が今後ますます発展することを想定し，本試作システ

ムでは，B2C（business to consumer）サービスを提

供する組織が他の組織と柔軟に B2Bの連携を迅速か

つ柔軟に行うシステムを実現している．この試作シス

テムでは，エンドユーザからの要求に応じた組織間連

携を実現することをインターワークフローの動的な変

更が生じる一例としている．本試作システムでは，エ

ンドユーザにサービスを提供する組織として，PCの

構築と販売を行うことを目的とした電子商取引システ

ムを例としている．この試作システムは，エンドユー

ザが PCのある組立部品を複数の企業から選択でき，

その要求に応じて，PCの組立てを行い，PCの搬送

へと至るプロセスを運用する．エンドユーザは Web

ブラウザで PCの組立てに必要となる部品構成を選択

し，その結果を受注部門へ送信することになる．受注

部門では，エンドユーザからの要求に応じる企業との

業務取引が既存の業務フローとして運用されていない

と判断すると，要求のあった部品を提供する企業と取

引を行うために連携業務を開始する．その結果，PC

の組立部門へ要求のあった部品が搬送され，組立工程

へと移ることになる．

試作システムの構築において，次の工程を実現する．

( 1 ) エンドユーザが PCの組立部品を組立工程上で

定められた部品メーカではなく，他の部品メー

カを選択する．その結果，エンドユーザからの

要求を受け付けた受注部門は，その要求に応じ

た組織との連携を行う．

( 2 ) エンドユーザの要求に応じて組織間の連携関係

を新たに追加し，その結果を既存のプロセスに

反映させる．

6.2 試作システムの実装モデル

本論文で提案する柔軟な組織間連携を実現するイン

ターワークフローの支援機構を具体的に実現するため

に，PCの受注部門，組立部門，部品のサプライヤ，搬

送部門からなる連携プロセスをインターワークフロー

として実装した．受注部門は，不特定多数のエンド

ユーザに PCのカスタマイズと販売のサービスを提供

する．エンドユーザからの注文要求を受け取った受注

部門は，組立部門へ注文要求を送り，そこで，製品が

組み立てられる．組立てが完了したら，搬送部門へと

搬送依頼が送られる．これらの 4つの部門により運用

されるインターワークフロープロセスを図 7に示す．

さらに，エンドユーザ個別の要求に応じる組織間連携

を実現するため受注部門にWfCoordinatorを実装し，

PC組立部品を提供するサプライヤにWfExecutorを

実装した試作システムの実装モデルを図 8に示す．

6.3 連携プロトコル

本試作システムで実装した図 8におけるWfCoor-

dinator と WfExecutor の間の連携プロトコルにつ

いて述べる．WfCoordinatorとWfExecutorの間の

通信は，HTTP 上で XMLを利用したメッセージを

交換することで行われる（図 9 参照）．本論文では，

WfCoordinatorとWfExecutorの連携プロトコルを

IWf-XMLと呼ぶ．IWf-XMLは，IwfMessageをルー

トタグとして持つ XML メッセージで，IwfMessage-
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図 7 インターワークフロープロセス
Fig. 7 Process of interworkflow.

図 8 試作システムの実装モデル
Fig. 8 Implementation model of prototype system.

Header，IwfMessageBodyの 2つの部分により構成さ

れている．IwfMessageHeaderは，MessageIDとKey

の 2つの要素を含んでいる．MessageIDは，メッセー

ジのやりとりに一意に付けられる．メッセージの混合

を防ぐためのものである．Keyは，連携関係の開始時

に一意に付けられる連携先また連携元のリソース名を

識別する IDである．

IwfMessageBodyは，要求時には，“オペレーション

名．Request”，応答時には，“オペレーション名．Re-

sponse”を要素として持つ．それぞれの要素は，メッ

セージの内容を示す ContextDataを要素として持つ．

オペレーションは，InteractProcessInstace，GetPro-

図 9 WfCoordinator と WfExecutor の連携
Fig. 9 Operations among WfCoordinator and WfExcutor.

cessInstanceData，ChangeProcessInstanceState の

3つからなる．実際に，試作システムで利用されてい

る連携手続きの例を次に示す．

( 1 ) 連携関係の依頼要求

WfCoordinatorから WfExecutorへ連携関係

の生成依頼を送信する．

( 2 ) 連携関係の識別 IDの発行

WfCoordinator と WfExecutor の連携関係

を識別するために，WfExecutor は，Pro-

cessInstanceKeyを発行する．この ProcessIn-

stanceKeyによって，連携関係の状態について

問合せを行う．

( 3 ) タスクの開始依頼

ProcessInstanceKeyを受信したWfCoordina-

torは，その ProcessInstanceKeyを基に，タ

スクの開始依頼をWfExecutorへ送信する．

( 4 ) 依頼要求の結果の返信

WfCoordinator からタスクの依頼を受けた

WfExecutor は，タスクの処理結果を WfCo-

ordinatorへ送信する．

( 5 ) 連携関係の終了

タスクの処理結果を受信した WfCoordinator

は，WfExecutorへタスク完了のメッセージを

送信する．

( 6 ) 連携関係の終了確認

WfExecutorから連携関係の終了確認が通知さ

れる．

上記の連携手順は，連携関係を生成するときに，例

外的な問題が発生しない場合である．また，試作シス

テムにおける他の部門間の連携は，文献 6)，12)を参

考にWf-XMLに基づいて行うように実装した．
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図 10 試作システムの運用の流れ
Fig. 10 Flow of execution for prototype system.

6.4 試作システムの運用の流れ

ここでは，本試作システムの利用と運用の流れにつ

いて説明する（図 10参照）．

( 1 ) エンドユーザは，Webブラウザを利用して，受

注部門で提供されるフォームを好みによって選

択する．各項目は，プルダウンメニューになっ

ている．(a)のプルダウンメニューで提供され

ている部品の仕様やメーカを変更したい場合は，

(b)のプルダンメニューにより，ユーザの好み

の組織を選択する．すべての項目を選択したら

送信する．

( 2 ) ユーザから送信されたパラメータは，受注部

門側でオーダーフォームに変換され，組織変

更がある場合は，WfCoordinatorにそのオー

ダーフォームが渡される．WfCoordinator で

は，オーダーフォームから変更組織に該当する

情報を抽出し，変更部品に該当する組織で定め

ているインターワークフロー・テンプレートか

らインターワークフロー定義データへと変換す

る．複数の組織変更がある場合は，変更要求に

応じたインターワークフロー・テンプレートか

らインターワークフロー定義データへと変換さ

れる．受注部門では，あらかじめ各部品を提供

する組織と連携を行うインターワークフロー・

テンプレートをWfCoordinatorへ導入済みと

仮定している．

( 3 ) ( 2 ) で生成されたインターワークフロー定義

データはWfCoordinatorにより，インスタンス

化され，部品のサプライヤである組織のWfEx-

ecutorと連携を開始する．

( 4 ) HDCompanyAのWfExecutorは，受注部門か

らのリクエストに応じて，HDの価格情報と仕

様をリクエスト結果として返信する．本実装で

は，HDCompanyAがリクエスト結果を XML

データとして用意している．

( 5 ) リクエスト結果を受け取った受注部門では，リ

クエスト結果のデータを抽出し，エンドユーザ

へリクエスト結果を反映した情報を提供するた

めに，HTMLへ変換し，電子メールでページ

の更新を促す内容の通知を行う．

( 6 ) リクエスト結果の通知を受けたエンドユーザは，

指定された URIを更新し，再度，フォームを

完成させて送信する．

( 7 ) 再度，エンドユーザからの要求を受け取った受

注部門では，そのオーダーフォームに従って組

立部門へと要求を出す．

( 8 ) 組立てが完了すると，搬送部門へ通知がいき，

エンドユーザのもとへ製品が納品される．

6.5 試作システムの実現性と課題

インターワークフローの動的な変更が生じる例とし
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て，B2C電子商取引システムを例に本試作システムを

実現した．本試作システムは，WindowsNT4.0の環境

で開発した．WfCoordinator，WfExecutor，WfDis-

tributor，B2B Name Directory は，Java Servelet

（JSDK2.1），Java（JDK1.2）により開発を行った．運

用環境としては，WindowsNT4.0 Server環境に PC

の受注部門，組立部門，部品のサプライヤ部門，搬送

部門を想定したプロセスを Java Servletにより実装

しそれぞれの連携を行った．組織内部のプロセスは，

ユーザインタフェースとしてWebベースで運用でき

るものとして実装を行った．エンドユーザへ提供する

フォーム項目のチェック機能は Java Scriptにより実

装した．組織内部のプロセスで扱うデータ形式は，本

支援機構との連携を容易に行うため XMLとした．具

体的には，組織内部のプロセスの進捗状況を管理す

るために，各組識ごとにオーダ IDや連携に必要とな

る MessageID，Key，ProcessInstanceKey を XML

データとして管理した．

本試作システムの利用は，（1）エンドユーザからの

変更要求が生じない場合，（2）エンドユーザからの変

更要求が生じる場合の 2通りである．この 2つのケー

スを交互に繰り返して行い運用した．その結果，変更

要求が生じた場合に，変更先の組織との連携がスムー

ズに行えることを確認できた．この変更要求は，受

注部門のWfCoordinatorと PC部品のサプライヤの

WfExecutorとの連携により，エンドユーザの要求に

応じた組織間連携を実現している．その結果，サプラ

イヤから PC の組立部門へ部品が配送される．これ

は，物流工程になるので，その組織間の連携の実装を

行っていない．したがって，2組織間のみの連携にと

どまっているが，変更後の組織が独自の判断によって

他の組織と連携を行うということも実現可能である．

また，注文が発生した場合，実際には，インターワー

クフローを形成する組織ごとに，別の組織との連携を

行っている場合も考えられる．その結果，組織の規模

によっては，業務連携の進捗度合いに影響が出ること

も考えられる．しかし，組織の独立性を維持すること

から，組織内部のプロセスの特性を把握することが十

分にできないと思われるので，組織間連携を行う前に，

組織間のスケジュール交渉を行う仕組みの導入が今後

の課題になると思われる．

7. 議 論

近年では，RosettaNet 16)に見られるように，B2B

電子商取引を行うためのフレームワークを標準化し，

企業間におけるアプリケーションの統合を迅速に行う

ための方法論や実現がいくつか報告されている17)．

本論文では，組織間における業務連携を迅速かつ柔

軟に行い，動的なインターワークフローの形成と運用

の支援機構を提案している．ここでの動的なインター

ワークフローの形成とは，すでに運用されているイ

ンターワークフロープロセスのアクティビティのレベ

ルにおいて，必要に応じて他の組織におけるワークフ

ロープロセスのアクティビティとの連携を行い，その

結果としてインターワークフローが形成されることを

示す．

インターネットのような広域の分散環境では，異な

る組織によって管理されるシステムが連携し業務を行

うことが要求される．このような分散環境下では，1

つの管理システムが業務プロセスを統合的に管理する

ことは困難である．なぜならば，各組識には内部プロ

セスのすべてを他の組織に公開できないという制約が

あり，組織の独立性を維持する必要があるからである．

ここでは，組織間にまたがった業務連携を 1 つの

サーバで管理するのではなく，分散されたサーバを連

携することで業務を管理・運用することを目的とした

他の学術論文との比較を行う．

文献 18)では，電子メール基盤である “め組”とワー

クフロー定義支援機能をもったグループウェア開発支

援環境 “育組”の連携により帳票ワークフローの運用

を実現している．このシステムの特徴は，電子メール

接続のみを前提とし，ワークフローを分散制御するこ

とにより，異種組織間連携を実現可能としている．

ワークフローの運用は，“育組”で定義したワークフ

ローが，電子メールを制御するルールに変換される．

次に，このルールを実行することで帳票電子メール

が回覧される．ワークフロー定義の変更が生じた場合

には，ワークフローの実行をルールの事前配布方式と

メール内蔵方式の 2つの方式により行うことができる．

この事前配布方式は，ワークフローの定義が変更され

たときに，そのルールをワークフローの実行単位にあ

たるノードに配布することで実現している．メール内

蔵方式は，ワークフロー実行時に電子メールにルール

を内蔵することで実現している．ただし，この論文で

は，組織間連携の動的な変更については考慮されてい

ない．

文献 19) は，インターネット上で運用される分散

ワークフローシステム RainManについて報告してい

る．RainManは RainMakerというワークフローコン

ポーネントを構築するフレームワークに基づいて実装

されている．RainMakerは，タスクの実行，制御，問

合せを行う “Performer”と，ワークフローのサービス
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をリクエストする “Source”からなる構成を前提とし

ている．ワークフローの運用は，“Source”がワークフ

ローサービスのトレーディングサービスの役目をする

“RainMan Directory”に問合せを行うことで，ワー

クフローのタスクを実行する “Performer”と連携し

実現される．実際には，“Source”の概念を実装した

Java Appletである “Builder”が “Performer” への

タスク要求を出すことになる．“Builder”は，ワーク

フロープロセスの開始後に，ワークフローグラフにお

ける “Performer”で定義されている利用するアプリ

ケーションなどの詳細事項を変更することができる．

ただし，この研究でも組織間連携の動的な変更につい

ては考慮されていない．

本研究で提案している支援機構は，複数の組織にま

たがる業務連携を統合的に管理する方式ではなく，タ

スクの管理や制御を行う主体とタスクの実行を行う主

体をネットワーク上に散在させ，相互に連携を行うこ

とでワークフローを実現する方式である．これは，文

献 19)で報告されている機構と類似している．これに

対して，本支援機構の特徴は，組織間連携を部分的に

変更するために，同じサービスを提供する組織が他の

組織との連携に必要とする組織間連携定義データを統

一化し，それを利用する組織が独自の判断で利用でき

るように，インターワークフロー・テンプレートとし

て配布するWfDistributorをネットワーク上に散在さ

せていることである．

8. ま と め

本論文では，組織間における業務連携を迅速かつ柔

軟に行い，動的なインターワークフローを実現する支

援機構について提案し，その実現性を確認するために

試作したシステムの特徴について述べた．現在，B2B

電子商取引サービスの普及にともなって，組織の規模

にとらわれず，迅速かつ柔軟に B2B電子商取引サー

ビスを運用するための技術や基盤が整えられてきてい

る．このような B2B電子商取引サービスの構築・運

用基盤が整えられてくると，B2C 電子商取引サービ

スとして，ユーザからの多様な要求に応えるニーズが

拡大することが期待される．そのため，柔軟な組織間

連携を実現することは，B2C 電子商取引サービスの

拡大へつながると期待できる．本試作システムの実装

では，組織内部の業務プロセスとの連携を実現するた

めに，独自仕様のアプリケーションを構築して確認し

た．今後の課題では，商用のワークフロー管理システ

ムやグループウェア製品との連携をスムーズに行うた

めの統合的な方法について検討する必要がある．
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